
北海道大学 創成研究機構
グローバルファシリティセンター
https://www.gfc.hokudai.ac.jp/

Global Facility Center
Hokkaido University

Global Facility Center



1955年4月
北海道大学医学部薬学科に

元素分析室開設

1969年4月
アミノ酸分析室開設

1966年7月
核磁気共鳴分析室開設

2009年4月

2009年 2012年 2013年2012年 2012年

共用機器管理センター設立

オープンファシリティ
年間利用者数
10,000人を達成

オープンファシリティ
登録台数
100台を達成

オープンファシリティ
年間利用者数
20,000人を達成

機器分析
学内・学外の受託件数

15年連続10,000件を達成

機器分析
学外の受託件数
700件を達成

2015年10月

2013年～2015年2009年～2012年 2011年～2013年

民間を含む学外からの
受託分析を開始

先端研究基盤共用プラットフォーム形成事業先端研究施設共用促進事業 設備サポートセンター整備事業

2016年～2020年

2016年12月

2016年～2018年
・設備サポートセンター整備事業
・先端研究基盤共用促進事業

点拠4・）ムラグロプ援支入導ムテスシ用共なた新（

2017年～2019年
・先端研究基盤共用促進事業

点拠2・）ムラグロプ援支入導ムテスシ用共なた新（ 

2020年～2024年
先端研究基盤共用促進事業
（コアファシリティ構築支援プログラム）　 

先端研究基盤共用促進事業
（共用プラットフォーム形成支援プログラム）

2020年
先端研究設備整備補助事業
（研究活動再開等のための研究設備の遠隔化・
　自動化による環境整備）

設備市場システム運用開始

2005年11月
学外研究機関・民間企業へ

機器共用開始

2005年4月
オープンファシリティシステム

運用開始

1979年4月
北海道大学機器分析センター設置

～学内共用の時代へ～

2009年1月
学外からの受託分析開始
アカデミック対象に

グローバルファシリティセンター

のMission

グローバルファシリティセンターについて

大学が持つ先端的な研究機器、技術を最大限有効活用し、
研究者により良い研究環境を提供する。

研究に必要な機器、技術の提供に加え、
機器共用が生み出し得る新たな価値を提供。Value

北海道大学創成研究機構グローバルファシリティセンタ
ー（GFC）は、北海道大学が保有する先端研究設備、技術
職員の持つ専門的かつ高度な分析・解析／成型・加工技
術の高度化とオープン化を推進し、学内の研究者・学生は
もとより海外も含めた様々な方々の教育・研究の進展を
支援することを使命としています。オープンファシリティ・
機器分析受託・試作ソリューション・設備リユース・国際
連携推進の５つの部門で構成され、教員2名、専任技術職
員７名、兼任技術系職員9名、事務系職員５名のスタッフ
が、ユーザーの方々の様々な要望にお応えし、より質の高

い One to One の技術支援サービスを提供できるよう邁
進しています。GFC はまた、キャンパス内16部局が管理す
る23の設備共用拠点を結ぶネットワーク「オープンファシ
リティプラットフォーム」を統括し、北海道大学が進める教
育研究設備に関する基盤強化戦略の円滑な遂行に寄与
します。さらに、技術支援本部、URA、産学・地域協働推進
機構と連携を図り、設備と技術の共用を通じて新たな人
のつながりを生み出し、本学における技術人材の育成強
化、共同研究・イノベーション創出環境の整備、ならびに
教育・研究のグローバル化にも貢献してまいります。

技術支援本部

人材育成本部

国際本部

総長

機構長

センター長

GFC事業推進室

次世代共用化
プロジェクト連携室

センター会議

産学地域
協働推進機構

GFC
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北海道大学 創成研究機構
グローバルファシリティセンター
センター長  網塚 浩

センター長あいさつ 令和2年度文部科学大臣表彰 研究支援賞 受賞者

北海道大学ではこの15年間、一貫した方針の下で、GFC
（およびその前身である共用機器管理センター）を中心に
学内設備・機器のデータベースの構築や共用体制（オープ
ンファシリティシステム）の整備を進めてきました。法人化
の翌年（2005年度）に3部局の所有する設備50台で始め
たオープンファシリティは、2020年10月末現在、16部局、
222台となり、年間利用時間も12万時間を超えてさらに伸
びる傾向を見せています。安定的な研究費の確保が困難
となる中で、研究基盤の効率的な運用の必要性・重要性に
対する認識はますます高まり、設備・機器共用の文化は学
内に着実に定着しつつあります。
　GFCではまた、研究支援のもう一つの重要な柱として機
器分析を集約し、質量分析、元素分析、アミノ酸・タンパク
質分析について技術者が分析を請け負って研究者にデー
タを届ける機器分析受託サービスを提供しています。現
在、年間６千件以上の測定・分析を受託し、300名以上の
研究者のサポートを行っています。この支援業務は、1955
年、本学医学部薬学科に元素分析室を開設して以来、65
年にわたる種々分析技術の開発・研究ならびに技術人材
育成の歴史を紡いで今日に至っており、多くのユーザーか
ら高い信頼を得ています。大変喜ばしいことに、この地道
な活動が認められ、機器分析受託部門の４名の技術専門
職員に令和2年度文部科学大臣表彰「研究支援賞」が授与
されました。日頃より「一人一人の研究者に寄り添う良き
パートナーとなること」をモットーに業務に打ち込んでき
た受賞スタッフはもとより、本学の研究支援業務に携わる
多くの方々にとって大きな励みとなる受賞でした。
　このほか、新たな可能性を模索する取組として4年前に
創設した試作ソリューション事業（成型・加工技術の産学
協働による学外開放）では、学外依頼数69件、累計収入は
1千万円を超え、着実にその実績を伸ばしています。同じく
中古設備機器のリユースを促進する設備市場事業も、若
手研究者支援の一助として順調に定着しつつあります。
　さてGFCは、今年で発足から5年を迎えます。これを一
つの節目として、この間の取組で見えてきた課題を整理
し、将来に向かってまた新たな第一歩を踏み出しました。
一つは研究基盤への投資を大学が経営的視点から判断で
きる、エビデンスベースの研究基盤マネジメント体制を構

築することです。全学規模に成長した設備・機器共用体制
の持続化を図るためには必須の課題です。もう一つは技
術支援本部と共に、技術支援人材の育成を、設備・機器共
用の運営と連動させて効果的に行う仕組みをつくること
です。技術者のスキルアップを通じて本学の研究力向上に
資する場の強化が眼目です。また、URAステーション、産
学・地域協働推進機構と協働し、イノベーション創出環境
を増強します。さらにこれらに加え、昨今の状況から新型
コロナウイルス感染症への対応も急務となっています。設
備・機器管理のDX化を図り、感染リスクを抑えた安全な教
育研究環境の実現を上述の取組と連関させてうまく進め
る工夫が必要です。今年度採択を受けました、文部科学省
「先端研究基盤共用促進事業（コアファシリティ構築支援
プログラム）」、同「先端研究設備整備補助事業（研究活動
再開等のための研究設備の遠隔化・自動化による環境整
備）」の支援を活用させていただき、スタッフ一同、将来ビ
ジョンの実現に向けて取り組んでいく所存です。今後とも
一層のご指導を賜りますようよろしくお願い申し上げます。

研究者に近く寄り添い、痒い
ところに手が届くサービスを
心がけてきましたが、限られ
た人員で最大限の研究支援
を維持継続するには、個々の

スキルアップとシステムの効率化、そしてチームワークと知恵の集
結が欠かせませんでした。機器分析センター時代より試行錯誤し
ながら作り上げた大学における受託分析サービスに関して、今回
このような栄えある賞を頂けたことをとても光栄に存じます。
　私共の手を離れたデータは、研究の一部として一人歩きを始め
未来永劫残されていきます。どなたの目にとまっても恥ずかしく
ないデータを、今後も責任を持って届けられるように努めてまい
ります。学生さんや研究者の一喜一憂する表情や「ありがとう」と
いう言葉に支えられて今日まで続けてこられましたが、関わる全
ての方を通して幅広い研究分野に貢献させていただける技術職
とは何と魅力あるものなのか。この先は、技術専門職員の魅力発
信にも貢献できればと考えております。センター業務に携わった
多くの諸先輩、同僚の皆さまに感謝するとともにこの先も期待を
寄せていただけるよう尽力してまいります。

北海道大学 創成研究機構
グローバルファシリティセンター
機器分析受託部門
部門長　岡 征子

この度、文部科学大臣表
彰「研究支援賞」という公
的な表彰の栄誉にあずか
りましたことは、私個人と
して身に余る光栄である

とともに、地道な研究支援を行ってきた一員として光を当
てていただいたことに、とても喜ばしく感激しています。
これまで研究者支援を続けてこれたのも、職場で一緒に
働くスタッフ、様々にご助力いただきました先生方などを
はじめ、多くの方々のおかげです。これからも、より良い
研究支援を目指して頑張ります。

北海道大学 創成研究機構
グローバルファシリティセンター
機器分析受託部門
技術専門職員　廣瀬 知弘

この度は、輝かしい賞を頂
戴し、とても栄誉のあるこ
とと感動しております。
　私がこのような喜びを
得ることができましたの

は、良き先輩のご指導と良き同僚に恵まれたおかげで
す。本当に心から感謝を申し上げます。
　これからも研究支援という観点から、皆さまのお役に
立てるよう、より一層精進してまいります。至らない点ば
かりですが、どうか今後ともご指導ご鞭撻の程、よろしく
お願い申し上げます。

北海道大学 創成研究機構
グローバルファシリティセンター
機器分析受託部門
技術専門職員　徳光 藍

北海道大学 創成研究機構
グローバルファシリティセンター
機器分析受託部門
技術専門職員　武田 希美

この度、文部科学大臣表
彰の「研究支援賞」とい
う栄誉ある賞を頂戴した
ことは、身に余る光栄で
す。受託分析で研究者並

びに学生の研究に寄り添いながら、飛躍に寄与すること
を念頭に精進してまいりました。これは一人でできること
ではなく、意識を共にした仲間（正規、非正規職員）が
あってのことで、これまで共にしてくれたみんなでの受賞
と思っています。これからも、我々の理念が絶えることな
く継承され、お役に立てるよう努めていきます。
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～日本をリードする機器共用システムによる研究基盤環境の整備～

About Open Facility
当部門では北海道大学の全学的な機器共用機能をつ

かさどる「オープンファシリティシステム」を運用し、本

システムに登録された総設置数200台以上の研究設

備の一体的な管理・運営体制を整備しています。

　本システムの大きな特徴は、各研究者が供出した装

置を学内外で共用する点です。装置利用者は規程に基

づいた利用料金を支払い、利用者自らの手で最先端の

機器を利用することができます。

一方、装置供出者には利用料金が配分され、装置の維持管理費や他の研究費に充当することが可能です。

　本システムに登録されている装置は、本学の教員・学生・研究員の

みならず、産学官を含む本学以外の研究者など、どなたでも利用して

いただくことができます。操作方法に不安がある方でも、講習会の受

講や技術相談が可能であり、高度な技術力と豊富な知識を持ったス

タッフによる充実したサポート体制が整っています。このようなユニー

クなシステムにより、スタッフ一同、利用者の研究開発を全面的にサポ

ートし、サステナブルな研究基盤環境の整備に貢献してまいります。

2019年度 年間利用者数 約21,000人（延べ数）（うち学外利用者400人超）
2019年度 年間利用時間 約120,000時間（延べ数）（うち学外利用8,000時間超）

WEBで機器の利用申請から利用料金の確認まで可能

オープンファシリティご利用手順

北海道大学 創成研究機構
グローバルファシリティセンター オープンファシリティ部門

お問い合わせ

オープンファシリティHP
https://www.gfc.hokudai.ac.jp/system/openfacility/

STEP 1 利用申請
オープンファシリティの予約
サイトから使いたい機器を
検索し、利用申請を行いま
す。分析についてご不明な点
があれば、装置管理者にお
気軽にご相談ください。

初回講習
初回講習をお申込み
後、担当者と日程を調
整して受講します。
施設の決まり事や機器
の使い方を学びます。

WEBから機器を予約
してください。

STEP 2

機器の予約STEP 3

STEP 4 測定
ご自身で機器を操作し、
データを取得します。

利用履歴の確認
WEBで機器の利用履歴や、支払い料金などを確認で
きます。

STEP 5

論文など研究成果の報告
オープンファシリティを利用
して行った研究等の成果を
公表するときは、その旨を論
文等に付記するようお願い
します。付記していただく場
合の文例や、当センターへの
ご報告方法は、ホームペー
ジをご参照ください。

STEP 6

TEL 011-706-9230
（月曜～金曜 8：30～17：00）

E-mail：shien@cris.hokudai.ac.jp

OPEN
FACILITY
SYSTEM

SHARESHARE

SHARESHARE

■オープンファシリティシステム 利用時間実績
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大学が保有する設備の大多数は500万円以下の中・小型機器
で、年間100～300台が廃棄されています。
　大型機器では、たった一つの部品さえあれば機能するもの、
また、機器本体は故障していませんが、制御するPCが廃番とな
り、使用されず埃を被っているものもあります。
　研究が終了し不要となった機器、特殊な部品など、処分する
前に価格を付け設備市場

※
に出品しませんか。そして、新品を購

入する前に、まずは設備市場をのぞいてみませんか。
　「譲ってください・譲ります」から「買います・売ります」への入
り口です。

FUTUREでは、学内組織の枠を超えた組織間連携のリーディングによる進行中の共用化プロジェ
クトの有機的な推進、先進的な共用化システムの立案など、新たな可能性にチャレンジします。

※学内限定のシステムです。中・小型機器のリサイクル・リユースを活性化し、研究環境整備のコストダウン 、効率的な設備投資計画、若手研究者の研究オプションの増加へ貢献します。

研究機器を対象とした「設備市場」
□条件が揃えば有償譲渡が可能
□グローバルファシリティセンターが担当

什器類を対象とした
「ストックハウス」

□無償譲渡のみ可能
□財務部資産運用管理課が担当

研究機器対象「設備市場」では以下のステップで取引が完了します。
※ストックハウスへの出品については所属する部局等の会計（用度）担当にまずはご相談ください。詳しくはシステム掲載の利用手引きをご確認ください。

出品者
出品申請書を提出→e-mail 購入ボタンクリック

→システム内商品ページ
出品申請書の作成・出品物の写真撮影等をグローバル
ファシリティセンターがお手伝いいたします。下記連絡
先までご一報ください！

出品者・購入者間で搬出時期等を調整→e-mail・電話等

物品引渡書兼納品完了書を提出（有償譲渡の場合）
物品引取時連絡票を提出（無償譲渡の場合）→e-mail または直接提出

研究機器や消耗品の情報交換に「掲示板」をご利用ください。
探している研究機器や部品の情報を募る場として、また、研究目的達成等により不用となった消耗品の
譲渡先を探す場として、システム内の「掲示板」をご活用ください。

※「掲示板」メニューはSSOIDログイン後に表示される限定メニューです。

次世代共用化プロジェクト連携室
Frontier Utilization to the Further Development: Renkei Office

購入者

設備市場で譲渡された機器の一例
□研究室のスタートアップ等に
　ご活用いただいております。

購入者選定登録→システム内マイページ （購入可否のメール受信）

国際連携推進部門では、グローバルな視座に立って当センターを拡充、発展させることをミッションとしています。海
外の優れた大学や研究機関と連携して、共用機器のグローバルなネットワーク構築を推進し、海外大学との交流およ
び協定締結を目指します。
　さらに技術支援人財育成基盤の強化、先端機器を活用した各レベルでの教育科目を企画・実施し、イノベーション
人財育成拠点の構築を行っていきます。

部門

設備リユース部門

オー
プン

ファ
シリテ

ィ

ソリューション部門

受
託
部
門

推
進
部
門

試作

機
器
分
析

国
際
連
携

設備リユース部門
Reuse & Recycle Division

国際連携推進部門
International Affairs Division

[ FUTURE ]ドラフト
（2020年9月出品） 実験台（2020年9月出品）6

超純水製造装置
（2020年9月出品）

製氷機
（2019年12月出品）

薬用冷蔵冷凍庫
（2020年9月出品）

オーブン
（2020年9月出品）

1

2

34

5

ドラフト
オーブン
薬用冷蔵冷凍庫
製氷機
超純水製造装置
実験台

1

2

3

4

5

6

No. 製品名
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北海道大学では、第三期中期目標中期計画や、近未来戦略150に掲げた“世界の課題解決に貢献する北

海道大学”の実現に向けて最先端設備などのオープン化による世界トップレベルの研究基盤共用プラット

フォームの形成と全学展開を目指しています。

　本学では、「先端研究基盤共用促進事業（新たな共用システム導入支援プログラム）」に、研究戦略室※

による学内選考を経て申請した6拠点の全提案（平成28年度：4提案、平成29年度：2提案）が採択され

研究設備・機器の共用体制の集中的改革を進めました。本事業終了後も創成研究機構グローバルファシ
リティセンター（GFC）が統括部局となり、学内に分散する部局独自の共用拠点のネットワーク組織であ
る「オープンファシリティプラットフォーム（OFPF）」に参画する機関を中心として、学内の共用体制およ
び共用拠点間の連携強化を図っています。

※研究戦略室：大学運営の重要事項について企画および立案などを行う4つの総長室の一つ。

□各拠点が特徴ある機器をオープン化し、統括部局GFCと相互に連携

□合同の連絡会および各ユニットの運営委員会において、
　課題等を共有し大学として一体的な共用システム運用を推進

採択 6ユニットが共用モデル拠点となり、全学的な共用化を加速

極限環境 × 物性測定
Advanced Phys ica l  Proper ty  Open Un i t

□熱・輸送特性測定装置 PPMS
□磁気特性測定装置 MPMS3
□多重極限多核種NMR測定システム
□メスバウアー分光装置
□多重極限物性測定システム

創薬研究
Pharma Sc ience  Open Un i t

□全自動スクリーニング装置
□等温滴定型熱量計
□表面プラズモン共鳴解析装置
□クライオ電子顕微鏡 Glacios
□クライオFIB-SEM Aquilos

顕微解析
Microscopic Analysis for Nano materials science & Bio science Open Unit

□透過電子顕微鏡
□集束イオンビーム加工装置
□複合量子ビーム超高圧電子顕微鏡
□走査電子顕微鏡
□Arイオン研磨装置

マテリアル分析／構造解析
Material Analysis and Structure Analysis Open Unit

□中低温対応粉末X線回折装置（XRD）
□薄膜評価用２次元X線回折装置（XRD）
□X線光電子分光装置（XPS）
□フーリエ変換赤外線吸収分光光度計（FT-IR）

One-Health × 獣医学
One Hea l th  Open Un i t

□安定同位体MS(安定同位体質量分析装置）
□フローサイトメーター（ローダ有）
□共焦点レーザー顕微鏡（正立型）
□バーチャルスライド

革新的材料開発
Sof t  Mat te r  Open Un i t

□500MHｚ NMR測定装置(cancer)
□質量分析装置(MALDI TOF/TOF MS)
□質量分析装置(MALDI TOF)
□600MHz NMR測定装置（pegasus）

〈特徴的な取組例〉 
□

□
□
□

□

機器を第6共同実験室に集約し、国際教育（北海道サマーインスティ
テュート）および外国招聘教員（フランス、ポルトガル、南アフリカ）の研
究スタートアップに活用（OHOU）
創薬ステップを繋ぐ効率的な創薬機器共用システムを構築（PSOU）
利用を促す電子顕微鏡試料作製の受託サービスを開始（MANBOU）
他大学と連携した機器（マグネットシステム）の集約、電流誘起磁化測
定、圧力下超音波物性測定オプションの独自開発（APPOU）
クラウドサービスを活用した、分析事例・テクニック・装置の状態など、
測定や維持管理に必要な知見を蓄積し、スタッフ間で共有できる体制
を構築（MASAOU）

APPOU MANBOU

MASAOU OHOU

PSOU

SMOU

競争的研究費改革における
「汎用性が高く比較的大型の

設備・機器」の共有化

「共助分担」の考えの下、
研究設備・機器を
維持・更新

研究組織の
経営・研究戦略と
一体となった

設備・機器の整備・運営

統括部局：グローバルファシリティセンター（GFC）

SMOU

OHOU

PSOU

MASAOU

APPOU

MANBOU

●ソフトマター機器共用ユニット（平成28年度）

●先端物性共用ユニット（平成28年度）

●マテリアル分析・構造解析共用ユニット
　（平成28年度）

●ナノ物質科学・バイオサイエンス顕微解析
　ユニット（平成29年度）

●部局など独自の共用拠点
　北海道大学キャンパス内に点在（現在23拠点）

●One Healthに貢献する
　オープンファシリティユニット
　（平成29年度）

●ファーマサイエンス
　共用ユニット
　（平成28年度）

北海道大学における機器共用システムの全学的展開

機器共用のモデル拠点（新共用ユニット）

部局等独自の共用拠点を繋ぐ「共用促進拠点横串ネットワーク」
オープンファシリティプラットフォーム（OFPF）
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質量分析装置

プロテインシーケンサー CHN同時測定装置



●H17～機器共用開始

　H27年～グローバルファシリティセンター（GFC）設立

　登録先端機器222台（16部局、12万ｈ/年）

　受託分析6,000件、総収入4,300万円/年

●成型加工技術の開放（試作ソリューション）

●中古機器の学内流通（設備市場）

●部局連携：オープンファシリティプラットフォーム

　（OFPF）創設

●文科省「新共用事業」で6拠点を高度化

全学的規模に成長した結果、持続的運営
に果たす装置管理者、部局、大学執行部
それぞれの役割を見直す段階に。持続的
な研究基盤データ収集分析体制の確立
が必需。

組織整備が着実に進展。実質的な一元
化を加速する段階に。マネジメント機能・
情報共有発信機能の強化並びに部局横
断活動活性化のための財政基盤の確立
が必須。

●H18～教育研究支援本部（H25～技術支援本部）を

　創立、H30～技術・人員の一元管理

●全学技術職員が技術支援本部を兼務

●専門別グルーピング等によるスキルシェア

●部局を超えた全学支援システムの運用

●技術職員の主体的活動の支援

●令和2年度文部科学大臣表彰「研究支援賞」受賞
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技術支援
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ＧＦＣ
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画
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人材育成活動を円滑かつ効果的に進めるため、また技術職員の存在意義を高め、
士気向上につなげるための取り組みとして、学内に蓄積された研究支援スキル情報
を全学的に集約して見える化するとともに、従来のWebやSNS発信に加えて広報
誌を発行し研究支援職員の活動を社会に発信します。そのための専門組織として研
究支援広報タスクフォース（仮）を技術支援本部とURAステーションが協働して設
置します。

玄人の魅力も新人の魅力も存分に！　技術を求める人にも
仕事を求める人にも！　学内に蓄積された研究支援スキル
情報を全学的に集約して可視化します。
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●オープンファシリティ
プラットフォーム
構成拠点

研究活動再開等のための研究設備の遠隔化・自動化による環境整備 対策事例：物性測定（PPMS）／磁化測定（MPMS）自動化・遠隔利用システム

北海道大学オープンファシリティ遠隔化・自動化対策事業概要
赤丸印内数字は優先順位。括弧内は、申請設備の共用停止により影響を受けた若手教員、PD、

大学院生、学部生、および運営に携わる教員、技術職員、PD、大学院生の人数。

□実験サポート・実験装置制御の遠隔化および寒剤供給の完全自動化による対面接触作業の最小限化
□UPS（無停電電源）付きのIPカメラ導入による実験室・実験装置の安全確認作業のリモート化

先端物性共用ユニット（APPOU）

□熱・輸送特性測定装置 ③
□磁気特性測定装置 ④
・制御遠隔化、IPカメラで装置動作を監視

□次世代破壊型光学
□トモグラフィー装置 ⑳

・画像の自動共有
・画像解析の遠隔化

（若手4、PD0、DC8、MC32、UG40、運教11、技3、PD0、院16）

高分解能核磁気共鳴装置研究室

□JEOL600MHz核磁気共鳴装置 ⑤、⑥
・制御、解析遠隔化
・試料交換・窒素補充自動化

（若手5、PD10、DC15、MC40、UG20、運教6、技1、PD3、院0）

ニコンイメージングセンター医歯薬分室

□光シート型蛍光顕微鏡 ⑬
□超解像共焦点顕微鏡 ⑭
□in vivoイメージングシステム（IVIS） ⑮
□小動物用CT ⑯
・画面共有、操作の遠隔化

（若手6、PD4、DC10、MC2、UG1、運教4、技3、PD3、院2）

ナノ物質科学・バイオサイエンス
顕微解析ユニット（MANBOU）

□高分解能3次元構造評価装置 ⑦
・制御・解析の遠隔化
・データ取得高速化による作業時間短縮

（若手5、PD5、DC10、MC50、UG20、運教4、技5、PD1、院0）

附属グリーンナノテクノロジー研究センター

□超高精度電子ビーム描画装置 ① ・CAD作製・操作遠隔化
□超高分解能走査型電子顕微鏡 ② ・画面解析・操作遠隔化
□粉末X線回折装置 ⑰ ・解析作業の遠隔化

（若手8、PD10、DC22、MC33、UG10、運教4、技3、PD2、院3）

マテリアル分析・構造解析共用ユニット（MASAOU）

□複合ビーム加工観察装置 ⑧
□電界放出型電子プローブマイクロアナライザ ⑨
□エネルギー分散型蛍光X線分析装置 ⑩
□電界放出型走査電子顕微鏡 ⑪
・画面共有、講習・指導の遠隔化

（若手14、PD7、DC22、MC87、UG108、運教7、技6、PD0、院4）

地球惑星科学部門
（若手0、PD4、DC3、MC9、UG2、運教2、技6、PD4、院12）

高エネルギー超強力X線回折室

□粉末X線回折装置 ⑲
・操作・解析の遠隔化
・10試料交換機能付加による滞在時間の短縮

（若手1、PD1、DC6、MC20、UG0、運教1、技1、PD0、院0）

光電子分光分析研究室

□電界放出型オージェ電子分光装置 ⑱-1
□光電子分光装置 ⑱ -2
□低真空走査型電子顕微鏡 ⑱ -3
・画面共有、講習・指導の遠隔化

（若手3、PD7、DC40、MC40、UG40、運教1、技2、PD0、院0）

コンセプト

□若手研究者・大学院生の研究継続のみならず、最密となっていた学部学生実験も継続が可能
□スタッフ、技術補助員、大学院生等、装置維持管理者の感染リスク及び労力の大幅な低減
□受託利用が容易となることによる学外共同利用のさらなる増加
□安定的な共同利用の運用による稼働率のさらなる向上と学術的アウトプットの増加

重要なメリット

MPMS実績
2017

理学研究院 BEFORE

PPMS/MPMS

現在 対策後AFTER

ベッセル運搬
手動寒剤供給

装置本体
液体ヘリウム

測定制御PC

測定制御PC

IPカメラ

自動供給

遠隔操作
□リスク軽減
□労力軽減
□共同利用促進

稼働時間（h）

のべ利用人数（人）

稼働率（％）

共用率（％）

（学内5部局・学外8機関・海外3機関） 26／26（4／21以降停止）

3,660

336

98

73

2018

5,064

444

86

70

2019

4,420

440

75

88

2020（4～5月）

216

27

22

80

年換算

1,296

162

22

80

2021予想

5,600

600

95

85

科研費（学術変革）申請中 本事業

学内

ヘリウム再凝縮装置

電子科学研究所

工学研究院

先端生命科学研究院

遺伝子病制御研究所

同室

同室

同室

同室

PPMS/MPMS

装置本体
液体ヘリウム

▲

▲

道外／海外道内

管理スタッフ

新型コロナ
ウイルス
感染対策

遠隔・自動化
利便性増
He代金ゼロ

グローバルファシリティセンター（GFC）

□粉末X線回折装置 ⑫
・操作・解析の遠隔化

（若手20、PD30、DC20、MC15、UG10、運教0、技3、PD0、院0）

創成科学研究機構

GFCが統括し、今回申請拠
点メンバーによる新OFスタ
イル推進WGを構成、事業
推進および対策検討、情報
交流、発信を行う。

先端研究設備整備補助事業

リスク
許容

ボーダー
レス高効率
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機器分析受託部門・事業推進室
〒001-0021
札幌市北区北21条西11丁目
シオノギ創薬イノベーションセンター2階

TEL 011-706-9148
E-mail:contact＠gfc.hokudai.ac.jp

オープンファシリティ部門

〒001-0021
札幌市北区北21条西10丁目
創成科学研究棟3階308室
TEL 011-706-9230
Email:shien@cris.hokudai.ac.jp

新千歳空港からのアクセス

JR（快速エアポート）／40分

高速バス／70～80分

タクシー／約10分
※JR札幌駅北口より「北20条東門」経由

中央バス（西51、西71）／
約16分乗車＋徒歩約5分
※「北21条西15丁目」下車

地下鉄／約3分乗車＋徒歩約20分
※南北線「北18条」駅下車

構内循環バス（無料）／約10分乗車
※JR札幌駅より北海道大学正門まで徒歩約10分

北海道大学正門（事務局前）より乗車
→「創成科学研究棟前」下車

JR 札幌駅

ACCESS

※構内循環バスは8：20～20：30の間、10～15分間隔で
　運行しております。

※構内循環バスは学内業務用に運行しているため、学生
　および観光客の方はご利用いただけません。

※国際連携推進部門・設備リユース部門につきましては
　代表電話（011-706-9148）にご連絡ください。

※試作ソリューション部門につきましてはshisaku.com
内のお問い合わせページよりご連絡ください。

創成研究機構

データ未着

構内循環バス

JR札幌駅

北8条通

環状通

ポプラ並木

ポプラ並木

創成科学研究棟

グローバルファシリティセンター
オープンファシリティ部門

グローバルファシリティセンター
機器分析受託部門

環状通エルムトンネル

JR桑園駅

西
5
丁
目
樽
川
通

石
山
通

北20条東門
地下鉄南北線
北18条駅

地下鉄南北線
北12条駅

北海道大学
正門前

事
務
局
前

構内循環バス

創成科学研究棟前

3階

1階

4階

2階

GFC事業推進室

機器分析受託部門

構内循環バス

創成科学研究棟前

オープンファシリティ部門

機器分析受託部門

総合問い合わせ先

TEL 011-706-9235
E-mail:adm-iad＠gfc.hokudai.ac.jp

シオノギ創薬イノベーションセンター2階

創成科学研究棟3階308室

1階

2階

3階

4階

5階

2625
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